
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 

 

 

上尾市教育委員会９月定例会 議案 
  



 

 

議   案   名  

 

議案第４５号  上尾市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則の

制定について  ------------------------------------------------------ １  

議案第４６号  上尾市立小・中学校職員服務規程の一部を改正する規

則の制定について  ------------------------------------------------- ２  

議案第４７号  令和８年度当初教職員人事異動方針について  ------------- １０  

 



 

 

議案第４５号  

上尾市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則の制定について  

上尾市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。  

令和７年９月２９日提出  

           上尾市教育委員会教育長   西  倉   剛      

上尾市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則  

上尾市立小・中学校管理規則（昭和３２年上尾市教育委員会規則第５号）

の一部を次のように改正する。  

第２０条第１項中「週休日」を「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条

例（平成７年埼玉県条例第２８号。以下「条例」という。）第４条及び第５

条第１項の規定に基づく週休日、週休日のほかに設ける勤務時間を割り振ら

ない日」に改め、同条第２項中「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例

（平成７年埼玉県条例第２８号。以下「条例」という。）第６条」を「条例

第６条第１項（同条第２項において読み替えて準用する場合を含む。）」に

改め、「週休日」の次に「又は週休日のほかに設ける勤務時間を割り振らな

い日」を加える。  

   附  則  

 この規則は、令和７年１０月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例」

（令和７年埼玉県条例第２７号）及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関

する規則等の一部を改正する規則」（令和７年埼玉県教育委員会規則２３

号）が施行されたため、この案を提出する。  
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議案第４６号  

上尾市立小・中学校職員服務規程の一部を改正する規則の制定につい  

 て  

上尾市立小・中学校職員服務規程の一部を改正する規則を次のように定め

る。  

令和７年９月２９日提出  

           上尾市教育委員会教育長   西  倉   剛      

上尾市立小・中学校職員服務規程の一部を改正する規則  

上尾市立小・中学校職員服務規程（昭和３２年上尾市教育委員会規則第４

号）の一部を次のように改正する。  

第７条第１項中「出勤し、直ちに所定の出勤簿に自ら押印しなければなら

ない」を「出勤しなければならない」に改める。  

第８条第１項中「すべて」を「全て」に改め、同条第３項中「第１号様式

の３による職務専念義務免除願をもって」を「勤務管理システムにより」に

改める。  

第１０条第１項中「第２号様式による年次休暇簿」を「勤務管理システム

により」に、「第２号様式の２」を「第２号様式」に改め、同条第２項中

「第２号様式の３による休暇願をもって」を「勤務管理システムにより」に、

「第１２条第１項第２１号」を「第１２条第１項第２２号」に改め、同条第

３項中「病気休暇簿（第２号様式の４）」を「第２号様式の２による病気休

暇簿」に改め、同条第４項中「願出」を「願い出」に改め、同項第１号中

「週休日」の次に「、週休日のほかに設ける勤務時間を割り振らない日」を

加え、同条第６項中「第２号様式の５」を「第２号様式の３」に改め、同条

第７項中「第１２条第１項第２４号」を「第１２条第１項第２５号」に、

「第２号様式の６」を「第２号様式の４」に改める。  

第１３条（見出しを含む。）中「願出」を「願い出」に改める。  

第１５条第２項中「休職願」を「当該休職願」に改める。  

第１６条第２項中「復職願」を「当該復職願」に改める。  

第１７条中「毎に」を「ごとに」に改める。  

第１７条の７第１項中「修学部分休業承認申請書（第７号様式の１０）」

を「第７号様式の１０による修学部分休業承認申請書」に改める。  
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第１７条の８第１項中「修学状況変更届（第７号様式の１１）」を「第７

号様式の１１による修学状況変更届」に改める。  

第１７条の９中「修学部分休業取消申請書（第７号様式の１２）」を「第

７号様式の１２による修学部分休業取消申請書」に改める。  

第１７条の１０第１項中「高齢者部分休業承認申請書（第７号様式の１

３）」を「第７号様式の１３による高齢者部分休業承認申請書」に改める。  

第１７条の１１第１項中「高齢者部分休業変更承認等申請書（第７号様式

の１４）」を「第７号様式の１４による高齢者部分休業変更承認等申請書」

に改める。  

第１７条の１２第１項中「自己啓発等休業承認申請書（第７号様式の１

５）」を「第７号様式の１５による自己啓発等休業承認申請書」に改める。  

第１７条の１３第１項中「自己啓発等休業状況報告書（第７号様式の１

６）」を「第７号様式の１６による自己啓発等休業状況報告書」に改める。  

第１７条の１４中「配偶者同行休業承認申請書（第７号様式の１７）」を

「第７号様式の１７による配偶者同行休業承認申請書」に改める。  

第１７条の１５中「配偶者同行休業状況報告書（第７号様式の１８）」を

「第７号様式の１８による配偶者同行休業状況報告書」に改める。  

第２０条中「第９号様式の」を「第９号様式による」に改める。  

第２２条第１項中「もっぱら」を「専ら」に改める。  

第２５条第１項中「すべて」を「全て」に改める。  

第１号様式の３を削る。  

第２号様式から第２号様式の４までを次のように改める。  
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第２号様式(第１０条関係) 

 

  年  月  日 

 

 校長は教育長宛 

 

 所属職員は校長宛 

様 

 

学校名 職名         

 

氏 名            

 

 

休 暇 届 

 

 

 私は、下記のとおり休暇を受けたいので、お届けします。 

 

 

記 

 

 

1 休暇の種類 

 

2 期 間 

 

3 連 絡 先 

(備考) 医師又は助産師の証明を添えること。 
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第
２
号
様
式
の
２
(第

１
０
条
関
係
) 

年
分

病
気

休
暇

簿
 

職
名
 

氏
名
 

 
 

 
 

 
 

承
認

月
日
 

申
請

月
日
 

承
認
 

期
間
 

期
間

の
連

続

性
の

有
無

等
 

理
由
 

証
明

書
類

の

有
無
 

備
考
 

決
裁

権
者
 
 
 

 
 

 
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有
(合

計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

・
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
か
ら

 

月
 
 
日
 
 
時
 
 
分
ま
で

 

日
 
□
有

(合
計
 
 
日
) 

□
無
 

 
 

□
有
 

□
無
 

 
 

時
 

備
考

 
1 

承
認
欄
の
職
名
等
は
適
宜
変
更
又
は
増
減
で
き
る
こ
と
。
 

 
 
 
2 

「
期
間
の
連
続
性
の
有
無
等
」
の
欄
に
は
、
今
回
の
申
請
に
係
る
特
定
病
気
休
暇
(学

校
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
暇
等
に
関
す
る
規
則
第
11
条
第
3項

第
1
号
か
ら
第
3

号
ま
で
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合
に
お
け
る
病
気
休
暇
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

)の
期
間
と
前
回
ま
で
の
特
定
病
気
休
暇
の
期
間
が
連
続
す
る
場
合

(
連
続
す
る
も

の
と
み
な
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
)に

該
当
す
る
か
に
つ
い
て
そ
の
有
無
を
記
入
し
、
こ
れ
に
該
当
す
る
と
き
は
今
回
の
申
請
に
係
る
特
定
病
気
休
暇
の
日
数
と
前
回

ま
で
に
使
用
し
た
特
定
病
気
休
暇
の
日
数
を
合
計
し
た
日
数

(当
該
療
養
期
間
中
の
週
休
日
等
の
日
数
を
含
み

1
日
以
外
を
単
位
と
す
る
特
定
病
気
休
暇
を
申
請
す
る

日
又
は
使
用
し
た
日
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
日
を
1日

と
し
て
算
出
し
た
日
数

)を
記
入
す
る
こ
と
。
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第２号様式の３(第１０条関係) 

 

要介護者の状態等申出書 

 

年  月  日   

 

  校長は教育長宛 

  所属職員は校長宛 
様 

 

学校名     職名      

氏 名             

 

1 要介護者に関する事項 

 (1) 氏名 

 (2) 職員との続柄 

 (3) 職員との同居又は別居の別 

    □同居   □別居 

 (4) 介護が必要となった時期 

      年  月  日 

 

 

 

 

2 要介護者の状態 

 

 

 

 

 

3 備考 

注1 「1(4) 介護が必要となった時期」については、その時期が請求を行う時から相当

以前であること等により特定できない場合には、日又は月の記載を省略することがで

きる。 

注2 「2 要介護者の状態」には、職員が要介護者の介護をしなければならなくなった状

況が明らかになるよう、具体的に記入する。 
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第２号様式の４(第１０条関係) 

ボランティア活動計画書 

学校名 職名            

氏名 

1 活動期間 

      年  月  日 ～  年  月  日 

2 活動の種類 

 □被災者への支援活動 □社会福祉施設等における活動 □その他 

3 活動場所 

 施設名等                            

 所 在 地                            

 電 話        (    )               

4 具体的な活動内容 

 

 

 

5 仲介団体等の有無及び団体名 

 □有     □無 

 団 体 名                            

 電 話        (    )               

6 備考 

 

 

 

 注1 ｢3 活動場所｣及び｢4 具体的な活動内容｣については、当該活動が仲介団体等(社

会福祉協議会等主として活動の仲介を行っている団体のほか、自らも活動主体と

なって活動を行う団体も含まれる。)を通じたものであり、当該仲介団体等による証

明が得られる場合には、適宜記入を省略して差し支えない。 

  2 ｢3 活動場所｣は、活動場所が支援する相手の居宅である場合には、その者の氏名、

住所等を記入する。 

  3 ｢6 備考｣は、支援する相手の居宅における活動を仲介団体等を通じないで行う場

合に、その者の状態について記入する。 
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 第２号様式の５及び第２号様式の６を削る。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この規則は、令和７年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この規則による改正後の上尾市立小・中学校職員服務規程（以下「新規

程」という。）第７条第１項の規定は、この規則の施行の日（以下「施行

日」という。）以後の出勤について適用し、施行日前の出勤については、

なお従前の例による。  

３  新規程第８条第３項の規定は、施行日以後に承認を受けようとする職務

に専念する義務の免除について適用し、施行日前に承認を受けようとする

職務に専念する義務の免除については、なお従前の例による。  

４  新規程第１０条第１項の規定は、施行日以後に受けようとする年次休暇

又は産前産後の休暇について適用し、施行日前に受けようとする年次休暇

又は産前産後の休暇については、なお従前の例による。  

５  新規程第１０条第２項の規定は、施行日以後に受けようとする特別休暇

（産前産後の休暇を除く。以下この項において同じ。）について適用し、

施行日前に受けようとする特別休暇については、なお従前の例による。  

６  新規程第１０条第４項の規定は、施行日以後に承認を受けようとする病

気休暇について適用し、施行日前に承認を受けようとする病気休暇につい

ては、なお従前の例による。  

７  この規則の施行の際、現に提出されているこの規則による改正前の上尾

市立小・中学校職員服務規程の様式による書類は、新規程の様式によるも

のとみなす。  
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提案理由  

「学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例」

（令和７年埼玉県条例第２７号）及び「学校職員の勤務時間、休暇等に関

する規則等の一部を改正する規則」（令和７年埼玉県教育委員会規則２３

号）が施行されたこと及び服務に係る内容の一部が勤務管理システムに移

行したことに伴い、上尾市立小・中学校職員服務規程の一部改正を行いた

いので、この案を提出する。  
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議案第４７号  

令和８年度当初教職員人事異動方針について  

令和８年度当初人事異動方針について、下記のとおり定める。  

令和７年９月２９日提出  

上尾市教育委員会教育長   西  倉    剛  

記  

令和８年度当初教職員人事異動の方針  

令和７年９月   日   

上尾市教育委員会決定   

１  基本方針  

 

埼玉県教育委員会の「令和８年度当初教職員人事異動方針について」に

基づき、適正な異動を推進する。  

  

（１）本市教育界の活性化を図り、気風を刷新して教育効果を高めるた

め、人材を抜擢
てき

し、適材を適時に適所に配置することを基本に異動を

推進する。  

（２）本市教育界の人材育成を期して、教職員の視野を広め職務経験を豊

かにするための異動を推進する。  

（３）教育の機会均等を図るため、各学校の教職員組織の充実と均衡化に

努め、地域差・学校差を是正する。  

（４）本市教育水準の向上を図るため、全市的視野から長期的展望に立っ

て、計画的に異動を実施する。  

（５）新規採用教職員については、人材育成の観点及び学校間の教職員組

織の均衡を勘案して適切な配置に努める。   

（６）役職定年後の教職員及び再任用職員については、豊かな経験を生か

すとともに、調和のとれた学校運営に資するため、全市的視野から適

切な配置に努める。  

 

２  退職  

 

（１）定年退職については、職員の定年等に関する条例の定めるところに

よるものとする。  

（２）勧奨退職については、学校職員勧奨退職取扱要綱に定めるところに

よるものとする。   
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    令和７年度、退職の勧奨は原則行わない。ただし、勧奨退職制度を

廃止するものではないことから、退職を願い出た者の中で、当該制度

の趣旨に沿う場合には柔軟に対応する。  

 

３  転任・転補  

 

（１）魅力ある学校づくりを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実

績及び職務経験並びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考

慮して、適材を適時に適所に配置する。  

（２）人事異動にあたっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教

職員の性別、年齢、教科等の構成の均衡に配慮する。  

（３）次の教員（教頭及び主幹教諭を除く。）、事務職員、学校栄養職員

については、原則として異動を行わない。  

  ア  同一校在職３年未満の者  

  イ  産休・育休等を取得中及び妊娠中の者  

  ウ  休職中の者  

（４）新採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経験

を積ませ、資質の向上を図るため、採用後６年以内に異動を行う。そ

の際、原則として市町村間の異動を行う。  

（５）学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教

員、事務職員及び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行

う。特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う。  

（６）過員を調整するための異動については、優先して行う。また、小・

中学校間の異動については、資格及び特性等を考慮して行う。  

（７）管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われ

るよう、年齢・経験年数・特性等を考慮して行う。また、原則として、

校長・教頭の同時異動は行わない。  

（８）女性教職員の異動については、個々の能力が十分に発揮できるよう

配慮する。  

（９）障害のある教職員の異動については、個々の障害の状況、能力、適

性等を考慮して行う。  

（ 10）教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。  

（ 11）子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上

の配慮を行う。  
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提案理由  

令和８年度県費負担教職員に係る当初人事異動の実施に当たり、計画的

に適正な人事異動を推進するため、基本方針を定めたいので、この案を提

出する。  
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